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開催日 5回シリーズ 月１回 月曜日午後２時間
場 所 保健所講堂
講 師 MDAジャパン代表理事 山口律子先生
保健師による
精神保健相談
育児支援等
うつ病家族
教室
酒害ミーティング
(家族会）
ひきこもり家族
教室
こころのリハビリ
テーション グルー
プ（デイケア）
35歳健診
メンタルヘルス
チェック
連携例1
連携例3
連携例2
精神障害者
地域家族会
こころの健康
サポーター
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ル依存症が疑われるケースがうつ症状のみに着目
して，うつ病家族教室への参加を希望するという
ことも見られた。連携が必要となることはあらか
じめ予想されたため，図 2の連携を想定して事業
を開始している。実際に家族教室への参加をきっ
かけに，保健師が育児支援に入ることができた事
例やアルコール家族ミーティングの利用につながっ
た事例があった。
⑸　自殺予防の取り組み
　精神保健活動においては，自殺事例を多く経験
していたが，その経験は統合失調症のＡさんが
……，アルコール依存症のＢさんが……という精
神疾患を前提とした認識であり，自殺予防を主目
的とする事業を行ってはこなかった。Ａ区では，
平成18年の自殺対策基本法施行に合わせて，普及
啓発事業として，こころの健康図書コーナー「生
きる知恵をさがそう」を区内 3図書館において，
計19日間開設する事業を端緒に自殺対策を開始し
た。翌19年度からは，広報紙，ホームページ，区
役所情報表示盤（電光掲示盤）や区内に2000箇所
以上ある町会掲示板や公衆浴場へのポスター掲示
による啓発を実施し，平成20年度にはパンフレッ
ト「あなたの大切な人は悩みをかかえていません
か」の作成し，続いて平成21年には区内外の40か
所あまりの相談窓口の一覧ちらしの配布を開始し，
以後毎年情報を更新して発行している。また，保
健所・健康福祉センターにおいて実施している「こ
ころの健康づくり講座」等の講演会においては，
うつ病やストレスなど自殺予防に関連するテーマ
を多く取り上げた。
　対策の 2つ目の柱である相談支援事業について
は，平成20年度から，区内健康福祉センター 5所
において，精神科専門医による「うつ相談」を 9
月と 3月の自殺対策教化月間に実施することとし
た。嘱託精神科医による相談は，保健所では一般
的に行われているが，これを「うつ相談」として
切り分けることによって，相談への敷居を低くし，
周知機会を増やすことを図った。平成22年度から
は，メンタルヘルスチェックを含めたトータルヘ
ルスケアとして開始した「35歳区民健診」におい
て，うつ病スクリーニングのための問診を含めて
実施している。当該年齢人口約8000人のうち企業
健診等の対象者を除く対象者約3000人のうち1000
～1500人が受診している。健診時のうつ問診は保
健師が行い，心理士がスタッフとして関与するこ
とはないが，事業企画に参画することによって心
の健康に関する新しい事業を立ち上げることがで
きた。
　ゲートキーパー養成等の人材養成と推進体制の
整備においては，自殺に対する正しい認識の普及
とゲートキーパー養成を目的とした「生きる悩み
の聞き方講習会」やこの講習会と「地域の活動を
知る集い」を組み合わせたシンポジウムを毎年，
各 1回開催している。また，人材養成は後述する
「心の健康サポーター」養成事業とリンクさせて，
コミュニティのこころの健康に対する関心を高め
る活動の中でも行っている。
　これらの自殺対策新事業を進めると同時に，「精
神保健領域での統合失調症やアルコール依存症，
うつ病，若者のひきこもりへの家族支援等におい
ても，対象者の自殺が起きないようにするために
関係職種や医療機関と連携して予防的支援を行っ
ている」（徳丸，2016）。」
３ 　地域全体のこころの健康づくりと
コミュニティ心理支援
⑴　こころの健康サポーター養成と活動支援
　精神保健ボランティアは昭和50年代に盛んにな
り全国的に行われるようになっていたが，Ａ区で
は，精神科病院が多く，先駆的事業を次々に展開
した社会福祉法人の活動や，保健所のデイケア事
業など精神保健サービスが多く，さまざまなネッ
トワークが存在した（徳丸ら，1998）。こうした地
域特性もあって当事者活動も盛んに行われたが，
一方，個人としての既存のサービス事業に関わる
活動は見られたものの，精神保健ボランティアへ
のニーズは高まることはなかった。そこで，Ａ区
では平成18年から，精神障害者に対する理解を深
めて，地域生活の充実するための支援活動をする
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という従来の精神保健ボランティアの目的に，広
くこころの健康に関する知識をもって周囲の人の
サポートができて，正しい知識を広めることを活
動目的に加えて「こころの健康サポーター」の養
成を開始した。養成講座では精神保健の基礎知識
やボランティア活動の心得，障害福祉サービスの
内容，当事者の体験談を聞くなどの座学に加えて，
障害福祉サービス施設の活動に 1日体験参加する
実習を行っている。養成されたサポーターは，サー
ビス事業所でボランティア活動をしたり，有志が
結成した傾聴活動グループで活動したり，思い思
いの活動をしている。保健所ではそうした活動を
支援し，活動をする上での困りごとなどを乗り越
えていくための受け皿として，毎月 1回 2時間の
会合「こころの健康サポーター広場」を定期的に
行っており，毎回20名以上の参加者がある。ここ
ろの健康サポーターは，一昨年からは，鉄道会社
と協働し，自殺予防駅頭キャンペーンを実施する
活動にも取り組んでおり，コミュニティのメンタ
ルヘルス向上に寄与している。
⑵　地域の精神保健福祉課題へのコミュニティ
心理支援の役割
　本論で振り返った地域の精神保健福祉課題に対
処していくためには，面接室でのカウンセリング
をとおして対象者が心理面での洞察を得たり，行
動変容を促すようなアプローチだけでは全く歯が
立たない。はじめに支援対象者が直面している課
題に対して，本人が変わることで改善できる問題
と環境に働きかける必要がある問題をアセスメン
トすることが求められる。そのためには，対象者
本人とコミュニケーションできる能力に加えて，
家族を対象とする心理面接や心理教育，グループ
ワーク，また，障害福祉サービス事業所などに対
してはコンサルテーションを行うことができるな
ど，アプローチのバリエーションと組み合わせを
状況に応じて駆使することが求められる。
　Ａ区には25年以上続いている支援者たちの活動
がある。「板橋地域精神保健福祉リハビリテーショ
ン委員会」という名称では有志による勉強会で，
精神保健福祉士，作業療法士，看護師，サービス
事業所指導員，心理士等が月に一度，勤務終了後
に集まって，地域の精神保健の課題についてテー
マを設定して情報交換，意見交換をしている（蜂
谷，1993）。このグループでは数年ごとに地域情報
を集約した「いたばしこころの健康ガイドブック」
を作成している。職場内での業務に追われる日々
の中で，この活動は機関相互の連携がスムーズに
行われる助けになるとともに，新入職員には地域
の他機関のことを知る機会にもなっている。地域
の社会資源の連携がうまくいくようにネットワー
クをつくり，支援者同士が顔の見える関係を築い
て心の通う支援が当たり前にある地域をつくるこ
ともコミュニティ心理支援の役割であろう。
　今後，心理支援のニーズは，精神保健福祉の対
象の広がりとともに拡大していくことが予想され
る。そこには物質乱用から行動嗜癖に広がりつつ
あるアディクション，長期化・高年齢化するひき
こもり，虐待やDVなど司法判断や行政措置がか
かわる事案など多岐にわたる課題がある。心理職
者の悲願が実った国家資格「公認心理師」は，現
在，法施行のための準備が進められている。公認
心理師，そして臨床心理学はますます大きくなる
社会の期待とニーズに応えていく責務がある。
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